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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

連結注記表、個別注記表につきましては、法令及び当社定款の定めに基づき、当社ホームページ

（http://www.suncall.co.jp/）に掲載しております。

表紙
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　11社

連結子会社の名称

サンコールエンジニアリング株式会社

サンコール菊池株式会社

SUNCALL AMERICA INC.

SUNCALL CO.,(H.K.)LTD.

SUNCALL HIGH PRECISION(THAILAND)LTD.

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM CO.,LTD.

SUNCALL(Guangzhou)CO.,LTD.

Suncall Technologies(SZ)Co.,Ltd.

Suncall (Guangzhou) Trading Co.,Ltd.

SUNCALL TECHNOLOGIES MEXICO,S.A.DE C.V.

SUNCALL（Tianjin）Co.,Ltd.

主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

　平成22年度に解散を決議致しましたPT.SUNCALL INDONESIAは現在清算手続き中であり、重要性が乏しい

ため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数　2社

持分法適用会社の名称

KOBELCO SPRING WIRE (FOSHAN) CO.,LTD.

HS POWER SPRING MEXICO,S.A.de C.V.

　HS POWER SPRING MEXICO,S.A.de C.V.は重要性が増したため、当連結会計年度より持分法の適用範囲に

含めております。

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

　関連会社（沢根スプリング株式会社及びK & S WIRE CO.,LTD.）は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。また平成22年

度に解散を決議致しました非連結子会社（PT.SUNCALL INDONESIA）は現在清算手続き中であり重要性が乏

しいため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの………移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

主として月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　15～38年

機械装置及び運搬具　　３～12年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準

　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担に属する額を計上してお

ります。
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⑷　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　連結子会社の事業年度等に関する事項

サンコールエンジニアリング株式会社

サンコール菊池株式会社

の決算日は、３月31日であります。

SUNCALL AMERICA INC.

SUNCALL CO.,(H.K.)LTD.

SUNCALL HIGH PRECISION(THAILAND)LTD.

SUNCALL TECHNOLOGY VIETNAM CO.,LTD.

SUNCALL(Guangzhou)CO.,LTD.

Suncall Technologies(SZ)Co.,Ltd.

Suncall (Guangzhou) Trading Co.,Ltd.

SUNCALL TECHNOLOGIES MEXICO,S.A.DE C.V.

SUNCALL（Tianjin）Co.,Ltd.

の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な調整を行っております。

②　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。

③　ヘッジ会計の方法

（イ）ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によることとしております。

　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理を行うこととしております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権

（ハ）ヘッジ方針

　為替リスクをヘッジする手段としてのデリバティブ取引を行うこととしており、投機目的のデリバ

ティブ取引は、行わないこととしております。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判断時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動による変動額等を基

礎にして判断することとしております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法

（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

（ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

⑤　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

４．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。
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５．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当連結会計年度から適用しております。

（取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、中長期的な業績の向上と企業価値向上への貢献意欲をさらに高めるため、当社取締役（社外取締

役を除き、以下同様とします。）に対する業績連動型の株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を

導入しております。当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付

する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用し

ております。

（１）取引の概要

　本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株式

を取得し、経営目標とする財務指標に対する達成度等一定の基準に応じて当社が各取締役に付与するポイン

トの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付されるという、業績連動型の株式報

酬制度です。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度281百万円、500千株

であります。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．資産から直接控除した減価償却累計額

　有形固定資産 34,409百万円

２．保証債務

関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

KOBELCO SPRING WIRE (FOSHAN) CO.,LTD. 195百万円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 34,057千株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

⑴　配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 317 10.0 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年11月８日
取締役会

普通株式 253 8.0 平成28年９月30日 平成28年12月９日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定
株 式 の
種 　 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 322 10.0 平成29年３月31日 平成29年６月26日

（注）平成29年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が
保有する当社株式に対する配当金5百万円が含まれております。

３．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数（権利行使期間の初

日が到来していないものを除く。）

普通株式 331千株

－ 6 －
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Ⅳ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品でもって運用し、資金調達については銀行借

入によっております。

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに貸付金につきましては、顧客の信用リスクに晒されております

が、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、定期的に信用状況を把握しております。

　また、グローバルな事業展開を行っていることから生じる外貨建営業債権につきましては、為替の変動リ

スクに晒されておりますが、先物為替予約取引を利用することによりヘッジしております。

　投資有価証券である株式につきましては、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に取引先企業

との業務に関連するものであり、定期的に時価や財務状況を把握するとともに、業務関係を勘案し、保有状

況の見直しを行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金や未払金、未払法人税等につきましては、１年以内に支払期日となる

ものであります。

　営業債務は、資金調達に係る流動性リスクに晒されておりますが、月次資金繰計画の作成や適度な手許流

動性を確保することなどにより管理を行っております。

　借入金につきましては、主に設備投資のために資金調達したものであります。なお、一部の設備投資につ

きましては、リース契約も利用しております。

　デリバティブ取引につきましては、外貨建金銭債権に係る為替変動リスクをヘッジすることを目的とした

先物為替予約取引のみに利用し、投機的な取引には利用しておりません。

　また、デリバティブ取引の執行に当たりましては、社内規程に則り、管理対象となるリスク・目的・ヘッ

ジ対象期間及び対象範囲を明確にした上で、取引額ごとの決裁権限に基づく承認事項として相互牽制を機能

させながら行っており、デリバティブ取引の利用に当たりましては、格付けの高い銀行に限定しております。

そのため、債務不履行による損失の発生は想定しておりません。

　デリバティブ取引の管理につきましては、毎月末における外貨建営業債権及び先物為替予約取引の残高を、

取締役会での報告事項としております。

－ 7 －
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、時価を把握することが困難と認められるものは、次の表には含まれておりません。（注４参照）

（単位：百万円）

連結貸借対照表
時価 差額

計上額

（１）現金及び預金 7,865 7,865 －

（２）受取手形及び売掛金 8,470 8,470 －

（３）投資有価証券 4,155 4,155 －

（４）長期貸付金 112 113 0

　資産計 20,604 20,604 0

（５）支払手形及び買掛金 4,518 4,518 －

（６）短期借入金 83 83 －

（７）未払金 2,600 2,600 －

（８）未払法人税等 378 378 －

（９）長期借入金（※１） 1,497 1,506 8

　負債計 9,078 9,087 8

（10）デリバティブ取引（※２） 20 20 －

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金、並びに （２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

（３）投資有価証券

　投資有価証券の時価につきましては、株式は取引所の価格によっております。

（４）長期貸付金

長期貸付金の時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

－ 8 －
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（５）支払手形及び買掛金、 （６）短期借入金、 （７）未払金、 並びに（８）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

（９）長期借入金

長期借入金の時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

（10）デリバティブ取引

　①ヘッジ会計が適用されていないもの

（単位：百万円）

区分
デリバティブ取引

の種類等
契約額等

契約額等の

うち１年超
時価 評価損益

市場取引以外の取引

通貨スワップ取引

　　　買建

　　　米ドル

321 198 30 30

通貨スワップ取引

　　　買建

　　　円

360 315 △14 △14

合計 681 513 15 15

（注２）時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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　②ヘッジ会計が適用されているもの　：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契

約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引

の種類等

主なヘッジ

対象

当連結会計年度（平成29年３月31日）

契約額等
契約額等の

うち１年超
時価

原則的処理方法

為替予約取引

　　　売建

　　　米ドル

売掛金 226 － 3

為替予約取引

　　　売建

　　　ユーロ

売掛金 48 － 0

為替予約の振当処理

為替予約取引

　　　売建

　　　米ドル

売掛金 989 － △17

為替予約取引

　　　売建

　　　ユーロ

売掛金 24 － 0

合計 1,288 － △12

（注３）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注４）非上場株式（連結貸借対照表計上額752百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、（３）投資有価証券

には含めておりません。

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,030円71銭

２．１株当たり当期純利益 34円45銭

（注）純資産の部において自己株式として計上されている業績連動型株式報酬制度に係る信託口に残存する当

社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております

（当連結会計年度500千株）。

また１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります（当連結会計年度500千株）。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの………移動平均法による原価法

（２）デリバティブ

時価法

（３）たな卸資産

月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　　20～38年

　　機械及び装置　　　３～９年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担に属する額を計上しております。

－ 11 －
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（２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

（２）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によることとしております。

　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理を行うこととしております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：為替予約

　ヘッジ対象：外貨建金銭債権

③　ヘッジ方針

　為替リスクをヘッジする手段としてのデリバティブ取引を行うこととしており、投機目的のデリバ

ティブ取引は、行わないこととしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判断時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動による変動額等を基

礎にして判断することとしております。

（３）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（４）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

－ 12 －
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５．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

６．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28

日）を当事業年度から適用しております。

（取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社の取締役（社外取締役を除く）に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記につい

ては、連結注記表「５．追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 25,386百万円

２．保証債務

　子会社及び関連会社の金融機関からの借入金及びリース会社に対するリース債務に対して、次のとおり

債務保証を行っております。

SUNCALL TECHNOLOGIES MEXICO,S.A.DE C.V. 1,860百万円

SUNCALL AMERICA INC. 897百万円

SUNCALL (Tianjin) Co.,Ltd. 293百万円

KOBELCO SPRING WIRE (FOSHAN) CO.,LTD. 195百万円

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属する項目ごとの金額は、次

のとおりであります。

売掛金 954百万円

短期貸付金 529百万円

未収入金 784百万円

買掛金 237百万円

未払金 12百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引（収入分） 2,590百万円

営業取引（支出分） 1,974百万円

営業取引以外の取引（収入分） 816百万円

営業取引以外の取引（支出分） 3百万円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 2,297千株

（注）自己株式数には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する500千株が含まれております。

Ⅴ．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、有形固定資産減価償却超過額、退職給付引当金否認額等であり、繰延税

金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

（単位：百万円）

属 性 会社等の名称
議 決 権 等 の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

SUNCALL

AMERICA INC.
所有
　直接100％

資金の貸付
製品の販売

資金の貸付
貸付金の返済
債務保証
（注１）

226
1,458
897

短期貸付金 280

SUNCALL HIGH

PRECISION

(THAILAND)LTD.

所有
　直接100％

資金の貸付
製品の販売

貸付金の返済 102
短期貸付金
関係会社長期
貸付金

242
246

SUNCALL

TECHNOLOGIES

MEXICO,S.A.DE

C.V.

所有
　直接100％

資金の貸付
製品の販売
増資の引受

貸付金の返済
増資の引受
債務保証
（注１）

820
834

1,860
－ －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）子会社の金融機関からの借入金及びリース会社に対するリース債務につき、債務保証を行っているもの

であります。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 994円70銭

２．１株当たり当期純利益 44円81銭

（注）純資産の部において自己株式として計上されている業績連動型株式報酬制度に係る信託口に残存する当

社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております

（当事業年度500千株）。

また１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります（当事業年度500千株）。
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